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ていない(森， 1976，田中， 1979，嘩峻， 1984， 




















































































































輸出 輸入 出超 輸出 輸入 出超 輸出 輸入 出超 =100 
1931 1，147 1，235 -89 221 236 -15 926 1，000 -74 88.5 
1932 1，410 1，431 -21 276 206 70 1，134 1，226 -92 74.8 
1933 1，861 1，917 一56 411 281 130 1，450 1，636 -186 83.0 
1934 2，172 2，283 一111 520 311 209 1，652 1，972 -320 95.1 
1935 2，499 2，472 27 575 350 225 1，924 2，122 -198 97.0 
1936 2，693 2，764 -71 658 394 264 2，035 2，370 -335 99.4 
1937 3，175 3，783 一608 791 437 354 2，384 3，346 -962 103.6 
1938 2，690 2，663 27 1，166 564 602 1，524 2，099 -575 125.8 
1939 3，576 2，918 658 1， 747 683 1，064 1，829 2，235 -406 132.7 
1940 3，656 3，453 203 1，867 756 1，111 1，789 2，697 -908 146.6 








ω 物動計画(鴎 (%) 









第2分科(非鉄金属類) 446.015(10.2) 294.530( 9.8) 66.0 
第3分科(腕・粍・木材・皮革類) 1.291.731(29.5) 913.595(30.5) 70.7 
第4分科(石炭石油類) 565.538(12.9) 467.890(15.6) 82.7 
第5分科(化学薬品類) 261.688( 6.0) 191.875( 6.4) 73.3 
第6分科(機械類) 408.635( 9.3) 338.960(11.3) 82.9 
第7分科(食糧医薬品類) 100.771( 2.3) 49.630( 1. 7) 49.3 
第8分科(雑品類) 157.370( 3.6) 186.440( 6.2) 118.5 


















































































































































専門委員 石黒忠篤 橋本伝右衛門 那須 暗
高岡熊雄 佐藤寛次 大槻正男
東畑精一 木村修三 安藤広太郎
近藤康男 高須虎六 岸 良一
小平権一 小浜八弥 田中長茂












































































































































































表 5 1938年物資動員計画の改町 単位:千円
分科名 当初計画(A) 改訂計画(B) (B)/(A) 
第1 557，080 442，290 79.4% 
第2 294，530 200，369 68.0% 
第3 913，595 650，349 71.2% 
第4 467，890 417，021 89.1% 
第5 191，875 139，092 72.5% 
第6 338，960 408，635 120.6% 
第7 49，630 39，155 78.9% 
第8 186，440 157，370 84.4% 
内中北支 130，000 
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いふJ(遠藤， 1938a， 116) ことになったので
あった。もちろん，それは「内外地一貫シタル
米穀配給制度ヲ確立スルJ(農林大臣官房調査





























































































絶対に不可能だとさへ思、ふJ(遠藤， 1938b， 33) 
という考えがあった。その意味で， r今回満州
国の提案に依り日満両国に珍ける農政の権威者
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を網羅して日満両国の農業，農民，農村に関す
る各般の事項を調査審議し，之を直接両国行政
の上に反映せしむべく日満農政研究会の設立を
見る運びに至ったのであるが，これといふのも
指導調整機構の不備を補ふ一つの方策J(同)
と考えられたのである。
こうして，日満農業を総合的な視角から調
整・計画を行うためのプレイントラストとし
て，日満農政研究会が設立の運びとなるのであ
る。
4.結びにかえて
この東亜農林協議会を経て，例えば満州にお
いては公約通り 1938年11月「米穀管理法Jが
施行され， r①水田造成の許可制，②米の買付・
販売は政府決定価格で満州糧穀会社が一手取扱
いJ(高橋， 1978， 197)を開始している。これ
は， 1942年に制定される圏内の「食糧管理法」
のモデルとなるものであった。
一方，日満農政研究会も日満双方での準備を
経て，日満農政研究会第一回総会が 1939年9
月7....9日，新京において開催されている。そ
こに至る詳しい経過は続稿に譲るが，本稿の主
題との関連で確認しておくべき点は，その顔ぶ
れと研究事項である。
まず，顔ぶれからいうと，日本側委員は中央
農林協議会の「戦後農村対策専門委員会」委員
とかなりの部分がダプっている。特に，特別委
員であった那須階が会員，和田博雄が幹事，東
畑精ーが専門委員，東浦庄治が特別委員，近藤
康男が専門委員というように，中核部分に入っ
ていることは，注目される点である。指摘した
ように，戦後農村対策専門委員会には適正規模
論に代表される日本農業の構造改革という問題
意識が見られたのであって，それは当然，日満
農政研究会の研究にも引き継がれた。とすると，
人的関係からいっても，日満農政研究会の研究
が果たして戦後農政につながるものだったのか
どうかという論点が最終的なところで問題にさ
れざるを得ないのである。
次に研究事項に関しては，経緯を省略して結
果だけ示せば，以下のような五項目に決まった。
一，日満ヲ通ズル農林畜水産物ノ生産並ニ配給
ニ関スル農政的研究
二，日満ヲ通ズル日本内地人農業人口保持ニ関
スル研究
三，満洲ニ珍ケル開拓政策ト農産増殖計画トノ
連絡調密ニ関スル研究
四，日満ヲ通ズル農業政策ノ根本指導精神ニ関
スル研究
五，当面ノ問題ニ関スル研究7)
この内，第一と第二が専門委員会に委ねられ，
近藤康男が第一の主査に，東畑精ーが第二の委
員長になっていく。と同時に， r当面ノ問題J
とされた部分の第一項目には， r一，食糧及飼
料ノ需給方策ニ関スル件Jが掲げられ，その最
初の米では， r満洲国ニ胎ケル米ノ消費ハ逐年
急激ナル増加ノ一途ヲ辿リ……日本ニ妙テ之カ
増産ヲ図ルト共ニ満洲国ニ珍テモ可及的速ニ右
補給ヲ必要ナカラシム様日本内地人開拓農民ノ
大量招致ヲ図ル等ノ方法ニ依リ米穀ノ増産ヲ図
ルコトトシ此ノ際其ノ方途ニ付研究スルモノト
スルコトJ8) となっている。
つまり，ここに満洲移民は， r満洲国jにお
ける米の増産という新しい使命を帯びるものと
なったのである。しかもそれは米だげに限った
ことではなかった。依然として不足する小麦，
日本への供給が期待された飼料作物，輸出の柱
としての大豆など，日満支の自給強化と輸出増
進にとっていずれも満洲における大幅な増産が
期待されたものであった。研究事項の第三「満
洲ニ珍ケル開拓政策ト農産増殖計画トノ連絡調
密ニ関スル研究jとは，まさに満州国における
可耕未墾地の広範な存在を如何に農産増殖に結
びつけるかという問題意識のものであった。
こうして期を同じくして策定された「満洲開
7 )日:満農政研究会「日満農政研究会研究方針並ニ研究事
項(康徳六年九月)J (1939)，協同組合図書資料センター那
須惜文庫
8 )日:満農政研究会「日満農政研究会第一回総会研究事項
中当面ノ問題ニ関スル項目(康徳六年九月)J(1939)，協同
組合図書資料センター那須暗文庫
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「満洲移民」から「満蒙開拓Jへ
拓政策基本要綱J(1939.12) とともに満洲農業
移民と満洲農業は新しい段階に入っていくので
ある。
しかし，以上をもってしても， r満洲移民J
から「満蒙開拓」へ呼び方が変更されることの
意味を理解するには未だ十分ではない。まず，
本稿に直接続くものとしては， 1938年後半か
ら1939年にかけて日中戦争が泥沼化していく
まさにその過程において，日本，朝鮮，満洲，
北支での食糧需給構造が劇的に変化していくこ
とが実証的に把握されねばならず，またその一
部分としての北支における深刻な食糧問題が検
討されなければならない(次稿として「日満支
プロック内食糧自給構想について」を準備して
いる)。次に，圏内においては戦争や軍需企業
への農村労働力の流出を農業の構造改革へ結び
つけようとする政策が分村計画を挺子として満
洲移民に新たな使命を付与する過程が分析され
ねばならない。このテーマこそ，日満農政研究
会の第二専門委員会(東畑精一委員長)に引き
継がれるものだからである。
他方で，日中戦争の開始に伴う満洲圏内の事
態としては，やはり「基本要綱Jの策定される
過程が別個に分析されねばならない。それに関
しては， 1939年8月に設置された「臨時満洲
開拓民審議会Jにおける議論が重要である。そ
れがまさに， r基本要綱Jを審議する機関だっ
たからである。
以上のような 3つの検討によって，いよいよ
日満農政研究会の研究課題も具体的に明らかと
なってくるだろう。この研究会は 5年間に渡り，
日満双方で印刷されたレポートの数だけでも
100を有に越える膨大な農政研究の集積であ
る。しかも，そこでの研究が農業技術とその普
及体制に焦点を移していった点こそ，この研究
会の特徴があった。その意味で，その究明は玉
(1985)で提起しておいた，日本人開拓民の「富
農化・地主化Jという従来の評価(浅田， 1976， 
満州移民史研究会編， 1976)への疑問の検証へ
とつながっていくことにもなるのである。
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